
国保連合会介  
適正化システムについて  

厚生労働省老健局介護保険課   



適正化事業を実施している保険者割合及び  
適正化システム利用割合（16年度・17年度）  

適正化事業  国保連 

保険者数  実 施 率   システムの  利用割合   

実万引呆険者  利用保険者  

16年度   2，229   1，688   76％   1，095   49％   

17年度   1，678   1，330   79％   75222 45％  



適正化事業を実施している保険者割合及び  
適正化システムの利用割合（平成17年度）  

（単位：％）  
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□適正化事業実施保険者匹保険者のうち、国保連合会適正化システム活用保険者   



適正化事業の内容  
（平成17年度介護給付適正化推進運動実施状況調査）  

重複回答可能  

適正化事業の構成割合  

ケアブランチエツク実施保険者割合（平成17年度）  
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「ケアプランチェック」  

→ケアマネジャーが作成した個別のケアプランの内容につい   

て第≡者が点検、評価する取組（全国平均 28．6％）  
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介護給付費通知実施保険者割合（平成17年度）  認定調査状況チェック実施保険者割合（平成17年度）  （サも）   
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「介護給付費通知」  

→自庁電算、国保連合会への共同電算処理委託の別を問わず介護サー   
ビス利用者への介護給付費通知を定期的に送付する取組   

（全国平均 47．8％）  

「認定調査状況チェック」  

→施設・居宅介護支援事業所へ委託して行っている認定調査が適   

正に行われているかをチェックする取組（全国平均27．0％）  

住宅改修・福祉用具実態調査実施保険者割合（平成17年度）  医療情報との突合実施保険者割合（平成17年度）  
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「住宅改修・福祉用異実態調査」  

→住宅改修費・福祉用異購入費の支給に関して、個別の利用者宅を   
訪問し、実態を確認・評価する取組（全国平均 25．4％）  

「医療情報との突合」  

→介護給付費請求情報と老人医療等医療情報を突合して、請求内   
容の点検を行う取組（全国平均 40．8％）  
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漣正化の基本的な考え方  

限られたスタッフ（職員等）で最大限の効果を上げる  

工  
適正化への戦略的な取り組み  

・地域の実情を踏まえ  

・効果の上がりやすいポイントを見極めて  

・重点的な取り組みを  

※地域の実情を踏まえた戦略的な適正化の取り組みを推進するため、   
都道府県による「介護給付適正化プログラム（仮称）」の策定を   

推進するよう、必要経費について予算要求中  
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連正化のポイント  

1．認定の適正化～要介護認定調査員の直営化等  

①保険者の直営による要介護認定調査を促進  

②更新認定調査を委託から直営に切り替えることにより要介護度を   
適正に認定  

③専門性の高い事務受託法人への委託  

※認定調査の調査指導員養成研修事業創設など、要介護認定の   
適正化の必要経費について予算要求中  
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2．給付の適正化～特にケアマネジメントの適正化  

ケアブランチエツクの推進（実践例より）  

①要介護認定調査を実施した職員によるケアブランチエツクで   

効果拡大  

②ケアマネージャの立場に立ってアドバイスを行うという姿勢   

でケアマネージャの納得を得る  

③介護支援事業所・サービス提供事業所との問題意識の共有  

3．不正請求等の発見・防止  

①国保連合会適正化システムの効果的な活用  

②効果的な指導・監督等の実施  
7   



国保連介護給付漣正化システムの活用について  

○平成15年度より、国・都道府県・保険者等において介護給付適正化対   
策事業が実施されたことに伴い、国保連合会の審査支払システムの機能   
の拡充を行い、審査・支払を通して保有する給付実績から適正化対策に   
活用するための情報提供を開始。  

○給付実績データに含まれている「不適切な給付」や「不正」の発見を容   
易にするために、「事業所・利用者の抽出」及び「情報の分析・評価」   
の組み合わせにより不適正又は不正の可能性のある給付の絞込みを実施。  
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国保連 合会介護給付適正化システムの概要  
【提供情報の概要】  

○給付実績を活用した情報   

（被保険者、事業所、ケアマネージャごとに情報を分析することにより、  
それぞれの傾向を把握することが可能）  

・更新認定及び区分変更がなされた被保険者の状況把握  

（更新認定等における要介護度の変化とサービス利用状況の関連）  

・給付費の請求状況と事業所の体制把握  

（ヘルパー1人あたりの実労働時間が多くないか 等）  

・画一的なサービス提供の把握  

（作成されたケアプランが認定者いかんにかかわらず画一的でないか 等）  

・サービス提供の偏りの把握  

（事業所ごとの受給者がいずれかの要介護度に偏っていないか 等）  

・支援事業所とサービス事業所の関係把握  

（ケアプランが同一法人の事業所のために作成されていないか 等）  

・事業所の請求等決定状況の把握  

（審査決定後に給付管理票を修正する件数が多くないか 等）  
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○医療情報との突合  

（国保連合会が有している医療給付の情報と介護給付の情報を突合するこ   

とにより、入院日数と介護給付、福祉用異の貸与状況などの整合性を確   

認することが可能）  

○縦覧点検情報  

（被保険者ごとに複数月の給付情報を確認することにより、算定回数等の   

確認が可能。サービス及び事業所間の整合性の確認が可能）  

○介護給付費通知書情報  

（被保険者に介護給付費通知を送付することにより、本人の覚えのない給   

付などの架空請求や過剰請求の情報提供の申立につながる）  
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適正化システムの介護給付データ   

（審査支払システムの概要）  
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提供情報一覧【給付実績を活用した情報提供】  

○支援事業所とサービス事業所の関係把握  

15．支援事業所とサービス事業所の関係一覧表  

○更新認定及び区分変更がなされた被保険者の状況把握  

1．更新認定被保険者一覧表  

○事業所の請求等決定状況の把握  

16．事業所の請求等決定状況一覧表  

（総括表・明細表）  

○給付費の請求状況と事業所体制の把握   

2．サービス計画費作成体制状況一覧表   

3．運営基準減算状態の状況把握表   

4．訪問介護サービス提供責任者数の状況一覧表   

5．定員超過・人員基準欠如状態の継続表   

6．定員超過事業所一覧表  

○区分変更履歴及び給付詳細情報の確認  

17．要介護状態区分の変更履歴  

18．給付詳細情報一覧表  

○分析に資する一覧表情報  

19．事業所別サービス状況一覧表   

20．受給者別給付状況一覧表   

21．事業所別サービス状況一覧表（年度）   

22．受給者別給付状況一覧表（年度）   

23．適正化等による申立件数・効果額  

（都道府県向け）（総括表・明細表）   

24．．適正化等による申立件数・効果額  

（保険者向け）（総括表・明細表）   

25．認知症対応型共同生活介護入居者一覧表  

○画一的なサービス提供の把握   

7．1種類サービスによるサービス計画事業所一覧表  

（総括表・明細表）   

8．同一・近似サービス計画事業所一覧表  

（総括表・明細表）  

○サービス提供の偏りの把握   

9．給付急増事業所一覧表（都道府県向け）  

10．給付急増被保険者一覧表（保険者向け）  

11．支給限度額一定割合超一覧表（総括表・明細表）  

12．要介護度の偏りがある事業所一覧表  

13．福祉用異貸与章一覧表  

14．提供サービス1回あたりの単位数に偏りがある  

事業所一覧表  

○その他補足情報   

26．全体総括表   

27．全国平均・連合会内平均値   

28．介護報酬支払額上位事業所リスト   

29．全事業所支払額リスト   



給付実績を活用した情報提供（例1）  

更新認定被保険者一覧表  
HNMq二99月，9日 作成  

0（）皿民u■良m功陣連合会  
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【グラフ化情報の活用例1】  

○更新認定被保険者の一覧表のデータをもとに、支援事業所ごとに要介護度の重度化ま   
たは改善の状況について、要介護度が1つ重くなったケースを＋1、軽くなったケー   
スを－1として各支援事業所の平均値を算出したもの。  

支援事業所別認定者の要介護度の変化  

送付先番号：990001サービス提供年月：200408   

7
。
 

蒜
蒜
蒜
蒜
還
還
9
9
讐
還
㌫
9
9
7
。
澗
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
r
 

14   



給付実績を活用した情報提供（例2）  

サービス計画真作成体制状況一覧表  
庄和i■   9，－川  

雁頼 

l  

NN卯年卯月99日 作成  

00田島但吼昆陽団体連合会  
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【グラフ化情報の活用例2】  

○介護支援専門員あたりの担当利用者数が基準（35人）より極端に多い場合は、運営基準減算に該   
当する場合もあるので実態の確認が必要である。また、グラフ化により支援事業所間の比較が容易   

になり、地域全体として基準より多い傾向なのか、一部の支援事業所において突出した傾向なのか   

を把握することも容易。  
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給付実績を活用した情報提供（例3）  

支給限度額一定割合超一覧表（総括表）  

NN拍年99朋9日作成  

00国民健康保険団体連合会  

抽出条件  サービス提供年月   之㈹6年相月  

抽出項目   支給限度繊割合  

割合   501以上  

抽出項目   限度額の一定割合以上利用者割合  

割合   501以上  
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支給限度額一定割合超一覧表（明細表）  

「申請／開設者氏名の  

みが一致」または「申  
請／開設者電話番号の  
みが一致」の場合ば‘△”  

MⅧ昨沖別耶＝M   

OO由■t▲傭ÅB体遍食▲  

■出集件  サービス躍れ一月   珊l咄月  
」拉l ≡   

調合   知％以上  

■t－■l   ■度■の一夏割合以上州別柑は  
割合   抑％以上  

利用者負担が無いケースが多い場合、利用者の意向に反した  
過剰なサービス計画、サービスの実態がない不正請求に結び  

ついている可能性もある。  

同一法人を利用したサービス提供が多い場合には、必要  
以上の過剰なサービス計画となっていることも想定され  
る。  
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